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＜＜概概要要＞＞

法適用（上水　公共下
水　農業集落排水）

近郊整備

300-2395

https://www.city.tsukubamirai.lg.jp

＜＜行行政政組組織織＞＞

地域指定 一部事務組合加入事業
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等　し尿
火葬場　消防　地域交流センター　総
合運動公園　ごみ処理施設　共同研
修　総合防災センター　障害者支援
施設　公共下水道　水防

公営企業
※令和8年３月31日現在

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月1144日日現現在在）） ①①沿沿革革

〈 住所 〉

類型 082350

〈 ＦＡＸ 〉0297-58-2111

面積

つくばみらい市福田195番地

ｋ㎡

infot@city.tsukubamirai.lg.jp〈e-mail〉

79.16

〈 Ｈ Ｐ 〉

Ⅱ－２ 地方公共
団体コ－ド

〈 ＴＥＬ 〉

市章 〒

長

欠員

平成18年３月27日　合併
伊奈町　谷和原村令和12年5月13日

就任回数5599

②②地地勢勢・・風風土土等等

おだがわ　ひろし 任 期

3 期目

副議長

小田川　浩

議　　　　長

国勢調査

24,895

地域手当
補正後
ラス指数

51,638

条例定数

うち一般行政関係

公営事業
会計関係

19,971

2,057

23,601

85

③③人人口口・・世世帯帯数数

＜市長＞―＜副市長＞
※（）内は課内室

市 長 公 室－秘書広報課【ふるさと納税推進チーム】、企画政策課、
 　　　　　　　   みらい創生課、地域推進課

総　 務　 部－総務課、財政課、税務課、収納課、防災課

市民経済部－産業経済課、生活環境課（廃棄物対策室）、市民窓口課

保健福祉部                     社会福祉課、介護福祉課、国保年金課、健康増進課
　　　　　　　　    　 こども局-みらいこども課、おやこ・まるまるサポートセンター
 

都市建設部－都市計画課、住まい開発政策課、プロジェクト推進課、建設課、
　　　　　　　　  上下水道課

＜会計管理者＞－会計課

＜教育委員会＞－＜教育長＞
                   学校総務課、教育指導課、生涯学習課（文化振興室、
　　　　　　　    スポーツ推進室）

＜議会＞－議会事務局

＜農業委員会＞－農業委員会事務局

＜行政委員会＞－選挙管理委員会、監査委員、固定資産評価審査委員会

一般行政職の
平均給料月額

全職員数
の  推  移

第３次

416423

令和5年4月1日

418

卸・小売業

④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））

④④特特産産物物

251

平成２７年

コシヒカリ、トマト、巨峰

ラスパイレ
ス指数 区分97.5

平成２２年

24,451 25,919

73,232

2,253
製造品出荷額等

年間販売額 
（R3.1.1～12.31）

431,208

主業農家数

（令和４年６月１日）

②②産産業業構構造造

総生産額（令和５年度）

875

6,541

278,934

0.7

就業人口（令和２年国調）

112,492

－

58.0

3.7 ％1,982

％

(百万円・人）

68.6

（R5.1.1～12.31）

（戸・事業所・人・百万円）

従業者数

従業者数

事業所数

事業所数

第２次 161,831

85
（令和６年６月１日）

6,164

農業就業人口

27.7 ％

％16,185

％

農業

製造業

40.3

1,264

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

区分

％第１次

総額・総数

農家数

（令和２年２月１日）

－

1,900

計女

21,598

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

億円
市町村内
総生産 2,789 億円

住民所得

人口1人当り住民所得 3,704 千円

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

％

22,260

49,872

18

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

世帯数

人
口

男

24,977

15,273

24,685

44,461

18,137

22,163

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在）） ⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

合計

有権者数
21,772

老齢人口割合

26.143,370

49,136

副市長

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

鐘ケ江　礼生奈

歳）

379

3,157 百円

　つくばみらい市は、茨城県の南西部に位置し、首都圏
40km圏にあり中央に広がる水田地帯と西部東部の台地に
二分され、水田地帯には豊かな水を湛える小貝川が流れて
いる。つくばエクスプレスみらい平駅を中心として、スーパー
などの商業施設や業務施設が立地するほか、マンションや
戸建て住宅が立ち並び、人口が増加している。

人

（人）

307 47

飯村　裕一

常住人口

（令和８年４月１日）

25,719男

97.5

つつくくばばみみららいい市市（（つつくくばばみみららいいしし））

令和２年

22,298

0297-58-5611

令和4年4月1日 令和6年4月1日

普通会計関係

人 18

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在））

公明２人、共産１人、無所属15人

426

全職員数

党　派　別

現議員数任　　　　期 令和10年2月29日

女

法人番号 7000020082350

62



汚水処理普及率

R３
～

中学校建設及び
中学校体育館へ
の空調設備設置

286
（R８）

93.3 ％

か所1

2

98.9

か所

プ－ル か所

％

体育館

上水道等普及率

児童館

道路舗装率

0

74.8

％

か所

25.8

（百万円）

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

内　　　容

スマートIC設置による交通利便性向
上や周辺開発、福岡工業団地での雇
用創出を背景に、新たな住宅地を開
発しまちの賑わいを波及させる。

スマートICを設置することで、周辺地
域の利便性向上及び企業誘致の促
進を図る。また、スマートIC周辺開発
により、地域経済に活力を生み出す。

みらい平地区に新たな中学校を建設する
とともに、市内全ての中学校に空調設備
を設置することで教育環境を充実させ
る。

保育施設等へのALT配置、小学校低学
年からの英語学習、英語教育推進校の
設置、英検受験料の補助等を通じ英語
力の向上を図る。

みらい型農業の
推進

R２
～

地域農業と市場を繋ぐ米流通拠点を整
備し、市内産米のブランド化・販路拡大を
推進する。米コンテストの開催等を通じ、
魅力のある農業を創出する。

1,378
（R８）

R４
～

84
（R８）

スマートインター
チェンジの設置
及び周辺開発

名　　称

R１
～

R６
～

2,345
（R８）

英語が使える
１５歳の育成

概　 算
事業費

17
（R８）

33.7

徴収率
[  ]は県平均値

収入額

（

区分

98.9

[97.0]）(

3,218,029

調定額

％

か所

校

園

（ 42.9

戸

か所

道路改良率認定こども園 ※１

義務教育学校 ※１

保育所 ※１

幼稚園 ※１

4 校

10

病院・一般診療所 26

校0

老人福祉施設 284

か所

5

園

13

1,260,696

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

固定資産税
（構成比）

42.9(

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

(

99.9

[98.8]

99.4

[97.4]

99.3

[97.4]

市町村税合計
（国保除く） 9,558,142

13.213.1

）

）

）

438,807実質収支

25,376,723歳　　出

567,449828,900

26,205,623

区分 令和６年度決算

31,392,922

形式収支

△ 257,630

歳　　入

令和５年度決算

613,693

31,960,371

増減額

-実質単年度収支

22.05,754

-

－

扶助費

普通建設事業費

公債費

人件費

12,421

4,074

△ 934,500

うち補助

5,779

2,199

うち単独

投資的経費

601

9,624,152

4,128,144

中学校 ※１

）

小学校 ※１

5,662

3,354

66

3,676

1,561

31,393

6,148

9,710

9,558

281

31,960

地方税

4,494

43

575

4,494

13,193

5,011

39.6

13.0

＜＜財財政政状状況況＞＞

①①決決算算収収支支

30.4

国庫支出金

地方交付税

236,905

0.2

（百万円・％）

単年度収支 △ 174,886

増減率

（千円・％）

17.7

11.5

1,262,586-

市町村民税・個人
（構成比）

22.0

（

）

市町村民税・法人
（構成比）

増減率

-

3,252,708

（千円・％）④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

地方債

区　　分

歳歳　　　　　　入入

か所

33.8

23.7

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

構成比決算額

4,104,075

2.1

3,165

201

10.5

公民館等

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

公営住宅

3

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

期間

新住宅地の開発

5

図書館

72

△ 51.5

29.9

1,769 45.4

619.4

△ 70

9.1

14,537

338

23.7

3.6

△ 542 △ 25.8

9.4

8.4

6,016

4.9

18.4

－

967

349

4,299

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

標準財政規模（令和７年度）

実質赤字比率

[23,010]

555

(12.86 )

(17.86 )

百万円

( 350.0 )

・・健健全全化化判判断断基基準準

-

実質公債費比率

21

連結実質赤字比率

将来負担比率

1.3

[25,031]

26,041

0.746

93.0

〈主要課題〉
　・スマートインターチェンジの設置及び周辺地域の活性化
　・市民が安心して子どもを産み育てることができる環境の整備
　・新たな住宅地開発による移住定住促進と地域活性化

〈特色ある行政〉
　・スマートインターチェンジ周辺エリアの開発によるにぎわい創出
　・あれも、これも本気の子育てのまちとして寄り添う伴走型サポート
　・子育て応援住宅の管理運営と新たな住宅地の開発
　・英語が使える１５歳を目指したグローバル人材を育成する英語教育
　・米コンテストの開催やスマート農業などの攻めの農業支援
　・福岡工業団地の整備による地域経済活性化と新たな雇用の創出
　・市民活動団体との協働による地域課題解決
　・自治体DXによる「行かない窓口」の推進
　・市内外を結ぶ公共交通の充実
　・防災・減災の取組を推進し、犯罪にも強い安全安心なまちづくり

うち繰出金

％

[17,283]

経常収支比率 [93.0]

財政力指数（令和７年度）

％

％7.1 ( 25.0 ) [6.7]

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

[5,771]債務負担行為支出予定額（B)

[0.666]

百万円

地方債現在高（A)

百万円

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

百万円

積立金現在高（C)

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

4.4

7.0 2.0

その他の経費

5,779

1,596

19.6 10.3

349.7

349.7

603.8

22.7

21,435

9,468

4,862

5.1

-

42.0

16.0

18.4

1.9

％

％

百万円

[7,792]

[27.8]46.8

111

義務的経費

その他

うち臨財債

うち繰入金

歳歳　　　　　　出出

63


